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 議案第２５号 

 

 

杵築市行政手続における特定の個人を識別するため 

の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利 

用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部改正 

について 

 

 

杵築市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提

供に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

平成３１年２月２８日提出 

  

  

杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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   杵築市行政手続における特定の個人を識別するため 

の番号の利用等に関する法律に基づく個人番号の利 

用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改 

正する条例 

 

杵築市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提

供に関する条例（平成２７年杵築市条例第３７号）の一部を次の

ように改正する。 

別表第１の３の３の項中「杵築市放課後児童健全育成事業実施

要綱（平成１７年杵築市告示第１４号 ）」 を「杵築市放課後児童

クラブ保護者負担金助成事業実施要綱（平成３１年杵築市告示第 

４号 ）」 に、「減免」を「助成」に改める。 

  別表第２の３の３の項中「杵築市放課後児童健全育成事業実施

要綱」を「杵築市放課後児童クラブ保護者負担金助成事業実施要

綱」に、「減免」を「助成」に改める。 

  別表第３の２の２の項中「杵築市放課後児童健全育成事業実施

要綱」を「杵築市放課後児童クラブ保護者負担金助成事業実施要

綱」に、「減免」を「助成」に改める。 

 

   附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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 議案第２６号 

 

 

杵築市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用 

弁償等に関する条例の一部改正について 

 

 

杵築市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関

する条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

平成３１年２月２８日提出 

  

  

杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

8



 

杵築市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用 

弁償等に関する条例の一部を改正する条例 

 

杵築市特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償等に関

する条例（平成１７年杵築市条例第３６号）の一部を次のように

改正する。 

別表中 

「 

学校薬 

剤師  

小学校 年額１校  

当たり  

１５，０００円  

 中学校 年額１校  

当たり  

１５，０００円  

」を 

「 

学校薬 

剤師  

小学校 

  

年額１校  

当たり  

１５，０００円  

 中学校  

  

年額１校  

当たり  

１５，０００円  

 学校給食セン  

ター調理場  

年額１施  

設当たり  

１５，０００円  

                              」に

改める。  

 

  附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第２７号 
 
 

杵築市特別職の職員の給料月額の臨時特例措置に関 
する条例の一部改正について 

 
 

杵築市特別職の職員の給料月額の臨時特例措置に関する条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 
 
 

平成３１年２月２８日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市特別職の職員の給料月額の臨時特例措置に関 
する条例の一部を改正する条例 

 
杵築市特別職の職員の給料月額の臨時特例措置に関する条例（ 

平成２９年杵築市条例第６号）の一部を次のように改正する。 
本則中「平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで」

を「平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで」に改め

る。 
 

附 則 
 この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第２８号 
 
 

杵築市職員の給与の特例に関する条例の一部改正に 
ついて 

 
 

杵築市職員の給与の特例に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。 
 
 

平成３１年２月２８日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市職員の給与の特例に関する条例の一部を改正 
する条例 

 
 杵築市職員の給与の特例に関する条例（平成２５年杵築市条例

第４８号）の一部を次のように改正する。 
 第１条第１項中「平成３１年１月１日から平成３１年３月３１

日まで」を「平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日まで 
」に、「１００分の１」を「１００分の１．５」に改め、同条第

３項中「１００分の１」を「１００分の１．５」に改める。 
 

附 則 
  この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第２９号 
 
 

杵築市職員の退職手当に関する条例の一部改正につ 
いて 

 
 

杵築市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定める。 
 
 

平成３１年２月２８日提出 
 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
 
              記 
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杵築市職員の退職手当に関する条例の一部を改正す 
る条例 

 
杵築市職員の退職手当に関する条例（平成１７年杵築市条例第

４５号）の一部を次のように改正する。 
第６条の２第２項中「第１１条第６項」を「第１１条第７項」

に改める。 
第１１条第５項を次のように改める。 

５ 第１項に規定する職員としての引き続いた在職期間には、職

員以外の地方公務員又は国家公務員（国家公務員退職手当法（ 
昭和２８年法律第１８２号）第２条に規定する者をいう。以下

同じ 。） （以下「職員以外の地方公務員等」と総称する 。） が

引き続いて職員となったときにおけるその者の職員以外の地方

公務員等としての引き続いた在職期間を含むものとする。この

場合において、その者の職員以外の地方公務員等としての引き

続いた在職期間については、前各項の規定を準用して計算する

ほか、次の各号に掲げる期間をその者の職員以外の地方公務員

等としての引き続いた在職期間として計算するものとする。た

だし、退職により、この条例の規定による退職手当に相当する

給与の支給を受けているときは、当該給与の計算の基礎となっ

た在職期間（当該給与の計算の基礎となるべき在職期間がその

者が在職した地方公共団体等の退職手当に関する規定又は特定

地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１

１８号）第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人をいう。

以下同じ 。） の退職手当の支給の基準（同法第４８条第２項又

は第５１条第２項に規定する基準をいう。以下同じ 。） におい

て明確に定められていない場合においては、当該給与の額を退

職の日におけるその者の給料月額で除して得た数に１２を乗じ
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て得た数（１未満の端数を生じたときは、その端数を切り捨て

る 。） に相当する月数）は、その者の職員としての引き続いた

在職期間には含まないものとする。 
（１） 職員が、第２５条第２項の規定により退職手当を支給

されないで職員以外の地方公務員等となり、引き続いて

職員以外の地方公務員等として在職した後引き続いて職

員となった場合においては、先の職員としての引き続い

た在職期間の始期から職員以外の地方公務員等としての

引き続いた在職期間の終期までの期間 
（２） 他の地方公共団体又は特定地方独立行政法人（以下「 

地方公共団体等」という 。） で、退職手当に関する規定

又は退職手当の支給の基準において、当該地方公共団体

等以外の地方公共団体若しくは特定地方独立行政法人の

公務員又は一般地方独立行政法人（地方独立行政法人法

第８条第１項第５号に規定する一般地方独立行政法人を

いう。以下同じ。）、地方公社若しくは公庫等（国家公務

員退職手当法第７条の２第１項に規定する公庫等をいう。

以下同じ 。） （以下「一般地方独立行政法人等」という。 
）に使用される者（役員及び常時勤務に服することを要

しない者を除く。以下「一般地方独立行政法人等職員」

という 。） が、任命権者若しくはその委任を受けた者又

は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、退職手当を支

給されないで、引き続いて当該地方公共団体等の公務員

となった場合に、当該地方公共団体等以外の地方公共団

体若しくは特定地方独立行政法人の公務員又は一般地方

独立行政法人等職員としての勤続期間を当該地方公共団

体等の公務員としての勤続期間に通算することと定めて

いるものの公務員（以下「特定地方公務員」という 。）
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が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応じ、引

き続いて一般地方独立行政法人又は地方公社で、退職手

当（これに相当する給与を含む。以下この項において同

じ 。） に関する規程において、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員が、任命権者若しくはその委任

を受けた者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、

退職手当を支給されないで、引き続いて当該一般地方独

立行政法人又は地方公社に使用される者となった場合に、

地方公務員又は他の一般地方独立行政法人等職員として

の勤続期間を当該一般地方独立行政法人又は地方公社に

使用される者としての勤続期間に通算することを定めて

いるものに使用される者（役員及び常時勤務に服するこ

とを要しない者を除く。以下それぞれ「特定一般地方独

立行政法人職員」又は「特定地方公社職員」という 。）

となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行

政法人職員又は特定地方公社職員として在職した後引き

続いて再び特定地方公務員となるため退職し、かつ、引

き続き特定地方公務員として在職した後更に引き続いて

職員となった場合においては、先の職員以外の地方公務

員としての引き続いた在職期間の始期から後の職員以外

の地方公務員としての引き続いた在職期間の終期までの

期間 
（３） 特定地方公務員又は国家公務員が、任命権者又はその

委任を受けた者の要請に応じ、引き続いて公庫等で、退

職手当に関する規程において、地方公務員又は他の一般

地方独立行政法人等職員が、任命権者若しくはその委任

を受けた者又は一般地方独立行政法人等の要請に応じ、

退職手当を支給されないで、引き続いて当該公庫等に使
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用される者となった場合に、地方公務員又は他の一般地

方独立行政法人等職員としての勤続期間を当該公庫等に

使用される者としての勤続期間に通算することと定めて

いるものに使用される者（役員及び常時勤務に服するこ

とを要しない者を除く。以下「特定公庫等職員」という。 
）となるため退職し、かつ、引き続き特定公庫等職員と

して在職した後引き続いて再び特定地方公務員又は国家

公務員となるため退職し、かつ、引き続き特定地方公務

員又は国家公務員として在職した後更に引き続いて職員

となった場合においては、先の職員以外の地方公務員等

としての引き続いた在職期間の始期から後の職員以外の

地方公務員等としての引き続いた在職期間の終期までの

期間 
（４） 特定一般地方独立行政法人職員、特定地方公社職員又

は特定公庫等職員（以下「特定一般地方独立行政法人等

職員」という 。） が、一般地方独立行政法人等の要請に

応じ、引き続いて特定地方公務員となるため退職し、か

つ、引き続き特定地方公務員として在職した後引き続い

て職員となった場合においては、特定一般地方独立行政

法人等職員としての引き続いた在職期間の始期から職員

以外の地方公務員としての引き続いた在職期間の終期ま

での期間 
（５） 特定公庫等職員が、公庫等の要請に応じ、引き続いて

国家公務員となるため退職し、かつ、引き続き国家公務

員として在職した後引き続いて職員となった場合におい

ては、特定公庫等職員としての引き続いた在職期間の始

期から国家公務員としての引き続いた在職期間の終期ま

での期間 
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（６） 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応

じ、特定一般地方独立行政法人等職員となるため退職し、

かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人等職員として

在職した後引き続いて特定地方公務員となるため退職し、

かつ、引き続き特定地方公務員として在職した後引き続

いて職員となった場合においては、先の職員としての引

き続いた在職期間の始期から職員以外の地方公務員とし

ての引き続いた在職期間の終期までの期間 
（７） 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応

じ、特定公庫等職員となるため退職し、かつ、引き続き

特定公庫等職員として在職した後引き続いて国家公務員

となるため退職し、かつ、引き続き国家公務員として在

職した後引き続いて職員となった場合においては、先の

職員としての引き続いた在職期間の始期から国家公務員

としての引き続いた在職期間の終期までの期間 
第１１条中第９項を第１０項とし、第６項から第８項までを１

項ずつ繰り下げ、第５項の次に次の１項を加える。 
６ 移行型一般地方独立行政法人（地方独立行政法人法第５９条

第２項に規定する移行型一般地方独立行政法人をいう。以下同

じ 。） の成立の日の前日に特定地方公務員として在職し、同項

の規定により引き続いて特定一般地方独立行政法人職員となっ

た者に対する前項第２号の規定の適用については、同条第２項

の規定により地方公務員としての身分を失ったことを任命権者

の要請に応じ特定一般地方独立行政法人職員となるため退職し

たこととみなす。 
 第１３条の次に次の１条を加える。 

（一般地方独立行政法人等から復帰した職員等の在職期間の計

算） 
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第１３条の２ 職員のうち、任命権者又はその委任を受けた者の

要請に応じ、引き続いて特定一般地方独立行政法人等職員とな

るため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人等職

員として在職した後引き続いて再び職員となった者の第１１条

第１項の規定による在職期間の計算については、先の職員とし

ての在職期間の始期から後の職員としての在職期間の終期まで

の期間は、職員としての引き続いた在職期間とみなす。 
２ 特定一般地方独立行政法人等職員が、一般地方独立行政法人

等の要請に応じ、引き続いて職員となるため退職し、かつ、引

き続いて職員となった場合におけるその者の第１１条第１項に

規定する職員としての引き続いた在職期間には、その者の特定

一般地方独立行政法人等職員としての引き続いた在職期間を含

むものとする。 
３ 前２項の場合における特定一般地方独立行政法人等職員とし

ての在職期間については、第１１条（第５項及び第６項を除く。 
）の規定を準用して計算するほか、次の各号に掲げる期間を特

定一般地方独立行政法人等職員としての在職期間として計算す

るものとする。 
（１） 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応

じ、引き続いて特定一般地方独立行政法人等職員となる

ため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立行政法人

等職員として在職した後引き続いて特定地方公務員とな

るため退職し、かつ、引き続き特定地方公務員として在

職した後引き続いて再び特定一般地方独立行政法人等職

員となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立

行政法人等職員として在職した後引き続いて再び職員と

なった場合においては、先の職員としての引き続いた在

職期間の始期から後の特定一般地方独立行政法人等職員
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としての引き続いた在職期間の終期までの期間 
（２） 職員が、任命権者又はその委任を受けた者の要請に応

じ、引き続いて特定公庫等職員となるため退職し、かつ、

引き続き特定公庫等職員として在職した後引き続いて国

家公務員となるため退職し、かつ、引き続き国家公務員

として在職した後引き続いて再び特定公庫等職員となる

ため退職し、かつ、引き続き特定公庫等職員として在職

した後引き続いて再び職員となった場合においては、先

の職員としての引き続いた在職期間の始期から後の特定

公庫等職員としての引き続いた在職期間の終期までの期

間 
（３） 特定地方公務員が、任命権者又はその委任を受けた者

の要請に応じ、引き続いて特定一般地方独立行政法人等

職員となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独

立行政法人等職員として在職した後引き続いて職員とな

った場合においては、特定地方公務員としての引き続い

た在職期間の始期から特定一般地方独立行政法人等職員

としての引き続いた在職期間の終期までの期間 
（４） 国家公務員が、任命権者又はその委任を受けた者の要

請に応じ、引き続いて特定公庫等職員となるため退職し、

かつ、引き続き特定公庫等職員として在職した後引き続

いて職員となった場合においては、国家公務員としての

引き続いた在職期間の始期から特定公庫等職員としての

引き続いた在職期間の終期までの期間 
（５） 特定一般地方独立行政法人等職員が、一般地方独立行

政法人等の要請に応じ、引き続いて特定地方公務員とな

るため退職し、かつ、引き続き特定地方公務員として在

職した後引き続いて再び特定一般地方独立行政法人等職
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員となるため退職し、かつ、引き続き特定一般地方独立

行政法人等職員として在職した後更に引き続いて職員と

なるため退職し、かつ、引き続いて職員となった場合に

おいては、先の特定一般地方独立行政法人等職員として

の引き続いた在職期間の始期から後の特定一般地方独立

行政法人等職員としての引き続いた在職期間の終期まで

の期間 
（６） 特定公庫等職員が、公庫等の要請に応じ、引き続いて

国家公務員となるため退職し、かつ、引き続き国家公務

員として在職した後引き続いて再び特定公庫等職員とな

るため退職し、かつ、引き続き特定公庫等職員として在

職した後更に引き続いて職員となるため退職し、かつ、

引き続いて職員となった場合においては、先の特定公庫

等職員としての引き続いた在職期間の始期から後の特定

公庫等職員としての引き続いた在職期間の終期までの期

間 
４ 移行型一般地方独立行政法人の成立の日の前日に職員として

在職する者が、地方独立行政法人法第５９条第２項の規定によ

り引き続いて当該移行型一般地方独立行政法人の職員となり、

かつ、引き続き当該移行型一般地方独立行政法人の職員として

在職した後引き続いて職員となった場合におけるその者の退職

手当の算定の基礎となる勤続期間の計算については、その者の

当該移行型一般地方独立行政法人の職員としての在職期間を職

員としての引き続いた在職期間とみなす。ただし、その者が当

該移行型一般地方独立行政法人を退職したことにより退職手当

の支給を受けているときは、この限りでない。 
５ 第１０条の４第１項に規定する休職指定法人に使用される者

が、その身分を保有したまま引き続いて職員となった場合にお
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けるその者の第１１条第１項の規定による在職期間の計算につ

いては、職員としての在職期間は、なかったものとみなす。た

だし、市長が別に定める場合においては、この限りでない。 
第２５条第２項中「地方公務員等」の次に「又は一般地方独立

行政法人等職員及び移行型一般地方独立行政法人の職員」を加え

る。 
 
   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 議案第３０号 

 

 

杵築市土地開発基金条例の一部改正について 

 

 

杵築市土地開発基金条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

 

平成３１年２月２８日提出 

  

  

杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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杵築市土地開発基金条例の一部を改正する条例 
 

杵築市土地開発基金条例（平成１７年杵築市条例第５９号）の

一部を次のように改正する。 
第２条第１項中「４億７，８００万円」を「５億６，０００万

円」に改める。 
 
   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 議案第３１号 
 
 

杵築市重度心身障害者医療費の支給に関する条例の 
一部改正について 

 
 

杵築市重度心身障害者医療費の支給に関する条例の一部を改正

する条例を次のように定める。 
 
 

平成３１年２月２８日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 
 
               記 
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杵築市重度心身障害者医療費の支給に関する条例の 
一部を改正する条例 

 
杵築市重度心身障害者医療費の支給に関する条例（平成１７年

杵築市条例第１０７号）の一部を次のように改正する。 
第２条に次の１項を加える。 

６ この条例において「保険医療機関等」とは、医療保険各法に

規定する保険医療機関、保険薬局、指定訪問看護事業者その他

医療保険各法に基づき被保険者に対し保険給付の対象となる医

療等を提供するものとして認められた医療機関等をいう。 
第５条第１項中「前年」の次に 「（ 支給対象者が支払った一部

負担金が１月から７月までの間に受けた保険給付に係るものであ

るときは、前々年 ）」 を加え、同条第２項中 「（ 健康保険法（大

正１１年法律第７０号）第６３条第３項第１号に規定する保険医

療機関若しくは保険薬局又は同法第６４条に規定する保険医若し

くは保険薬剤師をいう。）」を削る。 
 
   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 議案第３２号 

 

 

杵築市における部落差別等あらゆる差別をなくし人 

権を擁護する条例の一部改正について 

 

 

杵築市における部落差別等あらゆる差別をなくし人権を擁護す

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

 

 

平成３１年２月２８日提出 

  

  

杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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杵築市における部落差別等あらゆる差別をなくし人 

  権を擁護する条例の一部を改正する条例 

 

杵築市における部落差別等あらゆる差別をなくし人権を擁護す

る条例（平成１７年杵築市条例第１１０号）の一部を次のように

改正する。 

第１条中「日本国憲法」の次に「及び部落差別の解消の推進に

関する法律（平成２８年法律第１０９号）をはじめとする差別の

解消を目的とした法令」を加え、「部落差別等」を「部落差別、

障がいのある人への差別、外国人への差別等（以下「部落差別等 

」という。）」に、「をなくし」を「の解消を推進し 、」 に改め、

「により 、」 の次に「差別のない」を加える。 

第２条中「するため」の次に「、国及び県との適切な役割分担

を踏まえて、国及び他の地方公共団体との連携を図りつつ」を加

える。 

第７条を第８条とし、第６条を第７条とし、第５条を第６条と

する。 

第４条の見出しを 「（ 教育及び啓発活動等 ）」 に改め、同条中

「啓発活動、教育対策等」を「教育及び啓発活動並びに人権擁護 

」に改め、同条を第５条とし、第３条の次に次の１条を加える。 

（相談体制の充実） 

第４条 市は、部落差別等あらゆる差別に関する相談に的確に応

じるため、相談体制の充実に努めるものとする。 

 

  附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 議案第３３号 

 

 

杵築市国民健康保険条例の一部改正について 

 

 

杵築市国民健康保険条例の一部を改正する条例を次のように定

める。 

 

 

平成３１年２月２８日提出 

  

  

杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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杵築市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

杵築市国民健康保険条例（平成１７年杵築市条例第１２８号） 

の一部を次のように改正する。 

 第５条中「法第７２条の４」を「法第７２条の５」に改める。 

 

附 則 

  この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第３４号 

 

 

    杵築市道路占用料徴収条例の一部改正について 

 

 

  杵築市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例を次のように 

定める。 

 

 

   平成３１年２月２８日提出 

 

 

                杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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杵築市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

 

杵築市道路占用料徴収条例（平成１７年杵築市条例第１６５号 

）の一部を次のように改正する。 

  別表中備考以外の部分を次のように改める。 

 別表（第２条関係） 

                        （単位：円） 

      占用物件 
    占用料 

  単位   金額 

法第３２条第 第１種電柱 １本につき１   ６３０ 

１項第１号に 第２種電柱 年   ９７０ 

掲げる工作物 第３種電柱  １，３００ 

 第１種電話柱    ５７０ 

 第２種電話柱    ９００ 

 第３種電話柱  １，２００ 

 その他の柱類     ５７ 

 共架電線その他上空に設

ける線類 

長さ１メート

ルにつき１年 

    ６ 

 地下に設ける電線その他

の線類 

    ３ 

 路上に設ける変圧器 １個につき１

年 

  ５５０ 

 地下に設ける変圧器 占用面積１平

方メートルに 

つき１年 

  ３４０ 

  

 変圧塔その他これに類す

るもの及び公衆電話所 

１個につき１

年 

１，１００ 
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 郵便差出箱及び信書便差

出箱 

   ４８０ 

 広告塔 表示面積１平

方メートルに

つき１年 

  ５８０ 

 その他のもの 占用面積１平

方メートルに

つき１年 

１，１００ 

法第３２条第

１項第２号に

掲げる物件 

外径が０．０７メートル

未満のもの 

長さ１メート

ルにつき１年 

   ２４ 

外径が０．０７メートル

以上０．１メートル未満

のもの 

   ３４ 

外径が０．１メートル以

上０．１５メートル未満

のもの 

    ５１ 

外径が０．１５メートル

以上０．２メートル未満

のもの 

    ６８ 

外径が０．２メートル以

上０．３メートル未満の

もの 

   １００ 

外径が０．３メートル以

上０．４メートル未満の

もの 

   １４０ 

外径が０．４メートル以

上０．７メートル未満の 

   ２４０ 
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もの   

外径が０．７メートル以

上１メートル未満のもの 

   ３４０ 

外径が１メートル以上の

もの 

   ６８０ 

法第３２条第１項第３号及び第４号に

掲げる施設 

占用面積１平

方メートルに

つき１年 

１，１００ 

法第３２条

第１項第５

号に掲げる

施設 

地下街及

び地下室 

階数が１のもの Ａに０．０

０５を乗じ

て得た額 

階数が２のもの  Ａに０．０

０８を乗じ

て得た額 

階数が３以上の

もの 

 Ａに０．０

１を乗じて

得た額 

上空に設ける通路    ２９０ 

地下に設ける通路    １７０ 

その他のもの  １，１００ 

法第３２条

第１項第６

号に掲げる

施設 

祭礼、縁日その他の催し

に際し、一時的に設ける

もの 

占用面積１平

方メートルに

つき１日 

    ６ 

その他のもの 占用面積１平

方メートルに

つき１月 

   ５８ 

政令第７条

第１号に掲

看板（ア

ーチであ

一時的に設ける

もの 

表示面積１平

方メートルに

   ５８ 
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げる物件 るものを 

除く。） 

 

つき１月  

その他のもの 表示面積１平

方メートルに

つき１年 

  ５８０ 

標識 １本につき１

年 

  ９００ 

旗ざお 祭礼、縁日その

他の催しに際 

し、一時的に設

けるもの 

１本につき１

日 

    ６ 

その他のもの １本につき１

月 

   ５８ 

幕（政令

第７条第

４号に掲

げる工事

用施設で

あるもの

を除く。 

） 

祭礼、縁日その

他の催しに際

し、一時的に設

けるもの 

その面積１平

方メートルに

つき１日 

    ６ 

その他のもの その面積１平

方メートルに

つき１月 

   ５８ 

アーチ 車道を横断する

もの 

１基につき１

月 

  ５８０ 

その他のもの   ２９０ 

政令第７条第２号に掲げる工作物 

 

占用面積１平

方メートルに

つき１年 

１，１００ 

政令第７条第３号に掲げる施設 Ａに０．０ 

３４を乗じ 
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 て得た額 

政令第７条第４号に掲げる工事用施設

及び同条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平

方メートルに

つき１月 

   ５８ 

政令第７条第６号に掲げる仮設建築物

及び同条第７号に掲げる施設 

  １１０ 

政令第７条

第８号に掲

げる施設 

トンネルの上又は高架の道

路の路面下に設けるもの 

占用面積１平

方メートルに

つき１年 

Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの  Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

３４を乗じ

て得た額 

政令第７条

第９号に掲

げる施設 

建築物 Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

１７を乗じ

て得た額 

政令第７条

第１０号に

掲げる施設

及び自動車

駐車場 

 

建築物 Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

その他のもの Ａに０．０

１７を乗じ 

て得た額 

政令第７条 トンネルの上又は高架の道  Ａに０．０ 
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第１１号に

掲げる応急

仮設建築物 

路の路面下に設けるもの  ２４を乗じ

て得た額 

上空に設けるもの Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

 その他のもの 

 

Ａに０．０

３４を乗じ

て得た額 

政令第７条第１２号に掲げる器具 Ａに０．０

３４を乗じ

て得た額 

政令第７条

第１３号に

掲げる施設 

トンネルの上又は高速自動

車国道若しくは自動車専用

道路（高架のものに限る。 

）の路面下に設けるもの 

Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

 

上空に設けるもの Ａに０．０

２４を乗じ

て得た額 

 その他のもの 

 

Ａに０．０

３４を乗じ

て得た額 

 別表備考６中「１平方メートル若しくは１メートル未満」を「 

０．０１平方メートル若しくは０．０１メートル未満」に、「１

平方メートル又は１メートルとして」を「その全面積若しくは全

長又はその端数の面積若しくは長さを切り捨てて」に改める。 

 

    附 則 
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  この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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議案第３５号 

 

 

    杵築市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資 

格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条 

例の一部改正について 

 

 

 杵築市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並び

に水道技術管理者の資格基準に関する条例の一部を改正する条例

を次のように定める。 

 

 

   平成３１年２月２８日提出 

 

 

                杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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杵築市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資 
格基準並びに水道技術管理者の資格基準に関する条 
例の一部を改正する条例 

 
杵築市水道事業の布設工事監督者の配置基準及び資格基準並び

に水道技術管理者の資格基準に関する条例（平成２５年杵築市条

例第３０号）の一部を次のように改正する。 
 第３条第１項第３号中「短期大学」の次に 「（ 同法による専門

職大学の前期課程を含む。）」を、「卒業した後」の次に 「（ 同法

による専門職大学の前期課程にあっては、修了した後 ）」 を加え、

同項第８号中「又は水道環境」を削る。 
 第４条第１項第２号中「卒業した後」の次に 「（ 学校教育法に

よる専門職大学の前期課程にあっては、修了した後 ）」 を、「同

項第３号に規定する学校を卒業した者」の次に 「（ 同法による専

門職大学の前期課程にあっては、修了した者 ）」 を加え、同項第

４号中「卒業した」の次に 「（ 当該学科目を修めて学校教育法に

よる専門職大学の前期課程（以下この号において「専門職大学前

期課程」という 。） を修了した場合を含む。）」を、「同項第３号

に規定する学校の卒業者」の次に 「（ 専門職大学前期課程の修了

者を含む。次号において同じ。）」を加える。 
 
   附 則 

この条例は、平成３１年４月１日から施行する。 
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 議案第３６号 
 
 

工事請負契約の締結について 
 
 
  次のとおり工事請負契約を締結することについて、杵築市議会 
 の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（平 
 成１７年杵築市条例第５３号）第２条の規定により、議会の議決 
 を求める。 
 
 
   平成３１年２月２８日提出 
 
 
                杵築市長  永 松  悟 
 
 
               記 
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 １．工事の目的  杵築市学校給食センター建設建築主体工事 
 
 ２．契約の方法  要件設定型一般競争入札 
  

 ３．契約金額   ４８８，１６０，０００円 
  
 ４．工期     契約締結日の翌日から２０２０年２月２８日 

まで 
 
 ５．契約の相手方 大分県大分市中島中央３丁目１番１１号 
          平倉建設 株式会社 
          代表取締役 平倉 啓貴 
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 議案第３７号 

 

 

   権利の放棄について 

 

 

下記のとおり権利を放棄したいので、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定により、議会の議

決を求める。 

 

平成３１年２月２８日提出 

 

 

               杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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１．放棄する権利  ケーブルテレビ利用料   

    

２．債権額     ３，３５９，２８６円   

    

３．債務者     個人８３人及び１法人 

 

４．債権の概要 

番号 氏 名 

（会社名） 

住  所 年 度 放棄の理由 

金 額 

１ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成１７年度 所在不明 

８，５５０円 

２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ 

平成１８年度 所在不明 

４５，７８０円 

３ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成１９年度 費用倒れ 

４７，８８０円 

４ ■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２０年度 所在不明 

１５，１２０円 

５ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２０年度 所在不明 

５２，０１０円 

６ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２０年度 所在不明 
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■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

３２，８００円 

７ ■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■  平成２０年度 費用倒れ 
  

■ ■ ■ ■ ■ ■  ５２，２９０円 

８ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２０年度 費用倒れ 

 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

１０，０８０円 

９ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

平成２１年度 費用倒れ 

６，７２０円 

１０ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２１年度 費用倒れ 

１８，７３０円 

１１ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２１年度 費用倒れ 

４９，１８０円 

１２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２１年度 費用倒れ 

１８，９００円 

１３ ■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２２年度 所在不明 

９，２４０円 

１４ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

平成２２年度 費用倒れ 

４４，９００円 

１５ ■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２２年度 費用倒れ 
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■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

３０，６６０円 

１６ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２２年度 費用倒れ 
  

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

１０，７１０円 

１７ ■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２２年度 費用倒れ 

１５，５４０円 

１８ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２２年度 費用倒れ 

６，７２０円 

１９ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２２年度 費用倒れ 

１，６８０円 

２０ ■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２２年度 費用倒れ 

１９，１１０円 

２１ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２２年度 費用倒れ 

３５，７００円 
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２２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２２年度 費用倒れ 

１８，９００円 

２３ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２２年度 本人死亡 

１５７，５１５円 

２４ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２２年度 自己破産 

４３，２００円 

２５ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２３年度 所在不明 

８６，９４０円 

２６ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

３９，１２０円 

２７ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２３年度 費用倒れ 

１４，２８０円 

２８ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

５７，５００円 

２９ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

５０，４００円 

３０ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

４３，４２０円 
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３１ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

３６，５００円 

３２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

５６，６６０円 

３３ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２３年度 費用倒れ 

３７，４００円 

３４ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

４８，１５５円 

  

■ ■ ■ ■ ■ 

 

３５ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

１４，２８０円 

３６ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２３年度 費用倒れ 

５０，７８０円 

３７ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

９，２４０円 

３８ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２３年度 費用倒れ 
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 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

３８，１８０円 

３９ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

３４，４７０円 

４０ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２３年度 費用倒れ 
 

■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

５２，４６０円 

４１ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

５８，４８０円 

４２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

３９，２００円 

４３ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２３年度 費用倒れ 

９２，９９０円 

４４ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

７９，４４０円 

４５ ■■■■■

■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

３３，８４０円 

４６ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

３３，８４０円 
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■ ■ ■  

４７ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

７，５６０円 

４８ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２３年度 費用倒れ 
 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

１７，８５０円 

４９ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２３年度 費用倒れ 

１０，７１０円 

５０ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２３年度 費用倒れ 

７８，６９０円 

５１ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

４２，８４０円 

５２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 費用倒れ 

４３，２２０円 

５３ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２３年度 費用倒れ 
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■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ 

４４，６７０円 

５４ ■■■■■

■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２３年度 本人死亡 

５１，８１０円 

５５ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 本人死亡 

６７，６５０円 

５６ ■■■■■

■■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 本人死亡 

４３，２２０円 

５７ ■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２３年度 本人死亡 

１７，４３０円 

５８ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２３年度 自己破産 
  

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

１２０，０８０円 

５９ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２４年度 費用倒れ 

２６，３８０円 

６０ ■■■■■

■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

６５，２６２円 
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６１ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

４０，４９０円 

６２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

１０，７１０円 

６３ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２４年度 費用倒れ 
 

■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

１０，７１０円 

６４ ■■■■■

■■■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

１９，７４０円 

６５ ■■■■■

■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

１６，８００円 
  

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

 

６６ ■■■■■

■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

４４，１９０円 

６７ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２４年度 費用倒れ 

１４７，５６５円 
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６８ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

４７，４２０円 

６９ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

３７，８００円 

７０ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２４年度 費用倒れ 
  

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

９１，９３０円 

７１ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 費用倒れ 

３４，８２０円 

７２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 本人死亡 

４５，７４０円 

７３ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 本人死亡 

７５，１４０円 

７４ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成２４年度 本人死亡 

３，３６０円 

７５ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２５年度 費用倒れ 
  

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

５２，４６０円 
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７６ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ 

平成２５年度 費用倒れ 

１２４，５６４円 

７７ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ 

平成２５年度 費用倒れ 

８，９２５円 

７８ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２５年度 費用倒れ 
  

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

１４，２８０円 

７９ ■■■■■

■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２５年度 費用倒れ 

１９，５６０円 

８０ ■■■■■

■■■■■

■■■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

平成２５年度 費用倒れ 

２４，７２０円 

８１ ■■■■■

■■■■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２５年度 費用倒れ 

４９，９２０円 

８２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２５年度 費用倒れ 

 ■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

４，２００円 

８３ ■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２５年度 費用倒れ 

１５，９６０円 

８４ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■ 平成２５年度 本人死亡 

  ■ ■ ■ ■ ■ ■ ２１，４２０円  
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■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

  

 

５．債権放棄の理由 

略 称 放棄の理由 

本人死亡 債務者本人が死亡し、相続人も明らかでないため、消滅

時効の期間が経過したものであることから、債権を放棄

する。 

所在不明 債務者の所在が不明であり、消滅時効の期間が経過した

ものであることから、債権を放棄するもの。 

費用倒れ 金額が、訴訟費用等に満たないと認められるため、消滅

時効の期間が経過したものであることから、債権を放棄

する。 

自己破産 本人の破産手続が終了し、債務者が免責となったため、

債権を放棄するもの。 
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 議案第３８号 

 

 

   権利の放棄について 

 

 

下記のとおり権利を放棄したいので、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定により、議会の議

決を求める。 

 

平成３１年２月２８日提出 

 

 

               杵築市長  永 松  悟 

 

 

               記 
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１．放棄する権利  家畜診療所診療費    

   

２．債権額     ７４，６００円    

   

３．債務者     杵築市家畜診療所の診療費に係る 

各債務者３人 

 

４．債権の概要 

番号 氏 名 

 

住  所 年 度 放棄の理由 

金 額 

１ ■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ 

平成１５年度 所在不明 

２，４４０円 

２ ■■■■■ ■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成１６年度 自己破産 

５，０８０円 
  

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ 

平成１８年度 

１６，５００円 

３ ■■■■■

■ 

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■

■ ■ ■ ■ ■ ■ 

平成２４年度 自己破産 

５０，５８０円 

 

５．債権放棄の理由 

略 称 放棄の理由 

所在不明 債務者の所在が不明であり、消滅時効の期間が経過した

ものであることから、債権を放棄するもの。 

自己破産 本人の破産手続が終了し、債務者が免責となったため、

債権を放棄するもの。 
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議案第３９号 

 

 

  権利の放棄について 

 

 

下記のとおり権利を放棄したいので、地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第９６条第１項第１０号の規定により、議会の議

決を求める。 

 

平成３１年２月２８日提出 

 

 

               杵築市長  永 松  悟 

 

 

              記 
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１．放棄する権利  災害援護資金貸付金    

   

２．債権額     １，１３３，２６６円   

    

３．債務者     ■■■■■ 

          ■■■■■■■■■■■■■ 

     （現住所：■■■■■■■■■■■■■■■■） 

 

４．債権の概要 

  平成９年９月１６日の台風により羅災した債務者に対して、

平成９年１０月２８日に市が貸し付けた災害援護資金貸付金の

残額 

 

５．債権放棄の理由 

  本人の破産手続が終了し、債務者が免責となったため、債権

を放棄するもの。 
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議案第４０号 
 
 

杵築市ケーブルネットワークセンターの指定管理者 
の指定について 

 
 
 次のとおり杵築市ケーブルネットワークセンターの指定管理者

を指定することについて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号 
）第２４４条の２第６項の規定により、議会の議決を求める。 
 
 
  平成３１年２月２８日提出 
 

杵築市長  永 松  悟 
 
              記 
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１．公の施設の名称 
 杵築市ケーブルネットワークセンター 
 

２．指定管理者となる団体の名称 
 一般財団法人杵築市総合振興センター 
 

３．指定管理者となる団体の住所 
 大分県杵築市大字杵築３７７番地１ 
 

４．指定の期間 
 平成３１年４月１日から２０２２年３月３１日まで 
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議案第４１号 
 
 

市道の路線廃止及び路線認定について 
 
 
  道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項の規定に 
 より市道の路線を次のように廃止し、同法第８条第２項の規定に 
 より次のように認定する。 
 
 

平成３１年２月２８日提出 
  
  

杵築市長  永 松  悟 
 

 
              記 
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１．廃止する路線 

 路線名 
 延長    

 (ﾒｰﾄﾙ)   

 幅員  

 (ﾒｰﾄﾙ)   

       起   点  
備考  

       終   点  

杵中グラウ  

ンド線   
349.1  

5.0～  

 13.0  

杵築市大字杵築字北浜 665 番 100 地先  

杵築市大字杵築字北浜 665 番 376 地先  

 

 
 ２．認定する路線 

 路線名 
 延長    

 (ﾒｰﾄﾙ)   

 幅員  

 (ﾒｰﾄﾙ)   

       起   点  
備考  

       終   点  

錦城北浜線  285.0  
5.0～  

 13.0  

杵築市大字杵築字北浜 665 番 100 地先  

杵築市大字杵築字北浜 665 番 349 地先  

 

石山ダム月  

見橋線   
2,288.0  

2.8～  

  22.0  

杵築市大字船部字船部 77 番 55 地先     

杵築市大字溝井字野田 1652 番 地先    
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～ 13.0m
349.1m

きっちゅうぐらうんどせん

杵中グラウンド線

Ｌ =
W = 5.0m

廃 止

杵築小学校

県道 大田杵築線

県道 成仏杵築線

市道 市駅錦江橋線

市道 杵築中学校線

市道 錦城杵築社線

杵築勤労者体育センター

杵築神社

市道 杵築町駅線

国東観光バス（株）

杵築営業所

市道 北浜大分交通線
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～ 13.0m=

きんじょうきたはません

錦 城 北 浜 線

Ｌ = 285.0m
W 5.0m

認 定

杵築小学校

県道 大田杵築線

県道 成仏杵築線

市道 市駅錦江橋線

市道 杵築中学校線

市道 錦城杵築社線

杵築勤労者体育センター

杵築神社

市道 杵築町駅線

国東観光バス（株）
杵築営業所

市道 北浜大分交通線
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2.8m ～ 22.0m

旧
県
道
大
田
杵
築
線

県
道
大
田
杵
築
線

いしやまだむつきみはしせん

石山ダム月見橋線

Ｌ = 2,288.0m
W =

認 定

北杵築郵便局

石 山 ダ ム

北杵築地区
公民館

市道 波多方線

月 見 橋

北

杵

築
小
学
校

石山天空橋
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